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にはねられ死亡した事故（東京地裁昭和 60年 2月 14日判決 判例時報 1194号 89頁）のように、
教師が一瞬目を離したことから大事故につながった例がある。障害児教育におけるリスクマネージ






















































診断で不合格となったことに端を発した大学当局と学生との紛争事件（大阪地裁昭和 50年 5月 27
日判決 判例タイムズ 325号 137頁、判例時報 786号 22頁）がおそらく最初であろう。昭和 54年
に養護学校設置が義務化されたが、義務教育での障害児の統合教育をめぐる裁判では、花畑東小学

















6月 23日決定 認容 判例時報 1323号 97頁）、学力試験には合格ラインに達していたが筋ジスト
ロフィーのため入学不許可となった少年の入学不許可処分執行停止申立事件（神戸地裁平成 3年 7
月 22日決定 却下・即時抗告 判例タイムズ 775号 92頁、大阪高裁平成 3年 11月 15日決定 抗
告棄却・確定 判例タイムズ 780号 164頁）、同入学不許可処分取消等請求事件（神戸地裁平成 4年
3月 13日判決 一部認容・確定 判例タイムズ 780号 141頁）、車イス生徒の特殊学級入級措置処分
取消訴訟（旭川地裁平成 5年 10月 26日判決 判例タイムズ 853号 90頁、札幌地裁平成 6年 5月 24
日判決 控訴棄却・確定 判例タイムズ 854号 102頁）。 また、就学前教育では、障害児保育所入
所拒否国家賠償請求事件（さいたま地裁平成 16年 1月 28日判決 判例地方自治 255号 78頁）、町



























































下「教育環境整備義務（3）」という。）を負うと解するのが相当である」（大阪地裁平成 12年 2月 17
日判決 判例時報 1741号 113頁）。しかし結論的には、学校側（校長）に義務違反はないとして、
保護者らの請求を認めなかった。控訴審判決も結果としては同旨である（大阪高裁平成 14年 3月 14



































































本件当日の午前 10時ころから 11時 30分頃までに間に原告の処女膜破綻の原因となるべき行為を
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があったということができることは以上の認定から明らかである」（広島地裁平成 17年 3月 3日判
決 判例タイムズ 1187号 165頁）。しかし、控訴審では逆転国側勝訴となった（広島高裁平成 18年
2月 22判決）。他に、福岡訴訟は原告側勝訴（平成 17年 4月 22日判決 裁判例情報）であったが、
以下の訴訟は国側勝訴であり、いずれも控訴中である。京都訴訟（平成 17年 5月 18日、賃社 1405
号）、札幌訴訟（札幌地裁平成 17年 7月 4日 裁判例情報）、岡山訴訟（岡山地裁平成 17年 8月 23
日）、第 2次東京訴訟（東京地地裁平成 17年 10月 27日）、大阪訴訟（大阪地裁平成 18年 1月 20日）。
これらをめぐっては現在各地で署名活動や集会等の支援運動が広がっている。
なお、東京訴訟第一審を契機として平成 16年 12月「特定障害者に対する特定障害者給付金の支





























死亡した事案（浦和地裁平成 8年 3月 18日判決 判例地方自治 154号 40頁）、聾学校教諭に発生し






平成 9年 1月 16日判決 判例タイムズ 953号 115頁）、市立養護学校教諭の出勤簿、休暇承認簿等
公文書公開請求事件（横浜地裁平成 10年 3月 18日判決 判例地方自治 170号 60頁）、県立の知的
障害児施設に勤務する保母の宿直勤務による時間外勤務手当請求事件（那覇地裁昭和 54年 3月 27
日判決 判例時報 943号 114頁）等がある。ここでは、公立聾学校教職員が退職後、教諭への採用
が 7年遅れたことは聴覚障害等を理由とした差別的取扱いであるとし、府に対し損害賠償を請求し
た事案（京都地裁平成 2年 7月 18日判決 判例タイムズ 746号 137頁）を取り上げてみる。
Xは京都府立医科大学予科大学在学中にジフテリアにより聴力が低下し、重度聴覚障害者となり
中退。その後聾学校研究科に入学。同校修了後、夜間旧制立命館専門学校を経て立命館大学を卒業
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地裁平成 10年 4月 14日判決 判例タイムズ 1035号 125頁）。いわゆる旭川学テ事件最高裁判決
（最高裁大法廷昭和 51年 5月 21日判決 判例時報 814号 33頁）の論理を引用していることが分か
る。
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障害児教育における教師の教育理念や主義主張は、その是非はともかくとして、子どもたちに対
する影響はことのほか大きい。都立七生養護学校等の性教育をめぐって人権救済の申し立てがなさ
れた事案（平成 16年 12月 22日）も、同校教員らの性教育の考え方（理念）に係るケースと言えよ
う。さらに、聾学校における「日本手話」使用をめぐり、聾児の言語権に関する人権救済申し立て






































































































（ 8)文部省告示「盲学校、聾学校及び養護学校 学習指導要領 高等部第 5章第 3款」『盲学校、聾学校及び養護学
校教育要領・学習指導要領』（1999) 国立印刷局、高 104頁








判時：判例時報 判タ：判例タイムズ 判自：判例地方自治 労旬：労働旬法
労判：労働判例 家月：家庭裁判所月報 賃社：賃金と社会保障
№ 事 件 内 容 判決年月日 登 載 誌
1 高教組聾学校校長交渉事件に対する暴行、住居
侵入被告事件
浦和地裁 昭和 37年 9月 29日判決
無罪
労旬 472号
2 聾学校教員の氏の変更許可申立 盛岡家裁 昭和 44年 4月 8日審判 判タ 247号 333頁
3 県立盲学校条件付職員解職処分への解職処分取
消請求事件






那覇地裁 昭和 49年 12月 26日判決、
棄却















神戸地裁尼崎支部 昭和 52年 10月 6
日判決
大阪高裁 昭和 55年 8月 26日判決、
控訴棄却（確定）
判時 997号 121頁
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甲山事件偽証被告事件① 神戸地裁 昭和 62年 11月 17日判決、
無罪（控訴）
大阪高裁 平成 5年 1月 22日判決、破
棄差戻







甲山事件偽証被告事件② 差戻前一審神戸地裁 昭和 62年 11月
17日判決
二審大阪高裁 平成 5年 1月 22日判
決

















東京地裁 昭和 55年 9月 9日判決











神戸地裁 昭和 58年 7月 1日判決


























































大分地裁 昭和 63年 3月 28日判決




№ 事 件 内 容 判決年月日 登 載 誌












































神戸地裁 平成 3年 7月 22日決定、却
下・即時抗告
















横浜地裁 平成 4年 3月 5日判決、一
部認容・控訴





















名古屋地裁 平成 5年 6月 21日判決、
一部認容・控訴
名古屋高裁 平成 7年 11月 27日判決
原判決取消・棄却（上告）








旭川地裁 平成 5年 10月 26日判決、
一部認容・控訴棄却、確定












広島地裁福山支部 平成 7年 5月 17
日 判決、有罪（控訴）
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東京地裁 平成 8年 11月 26日判決、
東京高裁 平成 10年 10月 9日判決
37 市立養護学校教諭に対する転任処分取消請求事
件























































横浜地裁川崎支部 平成 11年 6月 21
日判決、控訴
東京高裁 平成 12年 11月 20日判決、
控訴棄却




№ 事 件 内 容 判決年月日 登 載 誌
48 知的障害中度、重度の児童らの不登校に対する
損害賠償等請求事件
大阪地裁 平成 12年 2月 17日判決、
棄却（控訴）








鹿児島家裁 平成 12年 3月決定、抗告
福岡高裁宮崎支部、平成 12年 5月破棄
差戻し









福岡地裁 平成 12年 7月判決
51 都立養護学校の教員が罹患した腰痛について公
務外認定処分取消請求事件














東京地裁 平成 13年 3月 22日判決















大阪地裁 平成 14年 1月 18日判決、
一部認容、一部棄却・控訴




横浜地裁 平成 14年 7月 30日判決、
認容
58 障害を持つ中 1女子の小 1～3当時の学習指導
要録と就学指導調査個票開示を求める訴訟






岡山家裁、平成 15年 5月 8日審判、承
認（確定）
家月 56巻 1号 128頁
60 発達上の障害の小学 4年男児の児童福祉施設入
所措置承認申立て・即時抗告事件
さいたま家裁川越支部 平成 15年 10
月 8日審判、承認（即時抗告）
東京高裁 平成 15年 12月 26日決定、
変更確定）
家月 56巻 9号 38頁
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№ 事 件 内 容 判決年月日 登 載 誌
62 学生無年金障害者東京訴訟（各障害基礎年金不
支給決定取消等請求控訴事件）
東京地裁判決 平成 16年 3月 24日













千葉家裁松戸支部 平成 16年 6月 16
日審判、承認（即時抗告棄却・確定）









広島地裁 平成 17年 3月 3日判決、原
告側勝訴
















千葉地裁 平成 17年 4月 28日判決
無罪、控訴










































東京地裁 平成 18年 1月 25日決定、
認容（確定）
判時 1931号 10頁
（登載誌欄が空欄の判例については、最高裁判所や行政機関のHPを始め、民間団体、当事者、支援団体等のHPなどで閲覧可
能である。ここでは、ある程度の期間、ネット上の閲覧が可能であると思われる判例については登載誌欄に記載したが、それ以
外は空欄とした。）
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